
（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会社については、法定実効税率を使用す

る方法により計算した金額を計上しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによる主な変更

点は次のとおりです。

１．代理人取引に係る収益認識

一部の取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客への財又は

サービスの提供における当社グループの役割（本人又は代理人）が代理人に該当する取引については、顧客から

受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

２．一定期間にわたり充足される履行義務に係る収益認識

従来は工事完成基準を適用していた契約のうち、履行義務が一定期間にわたり充足されるものについては、期

間がごく短い場合を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわた

り認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法については、見積総原

価に対する発生原価の割合に基づくインプット法を用いております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従

ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識

会計基準第86項また書き⑴に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変

更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四

半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は40,479百万円、売上原価は40,449百万円、販売費及び一般管

理費は109百万円それぞれ減少し、営業利益は79百万円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は14百万円それ

ぞれ増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は648百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に

ついて新たな表示方法により組替えを行っておりません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与

える影響はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

(注1)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注2)
化学 建設資材  機械 その他 計

売上高

外部顧客への

売上高
110,924 134,110 34,167 812 280,013 － 280,013

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,393 5,063 771 660 7,887 △7,887 －

計 112,317 139,173 34,938 1,472 287,900 △7,887 280,013

セグメント利益

又は損失（△）（営業

利益又は損失（△））

△2,572 5,673 252 143 3,496 △86 3,410

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

(注1)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注2)
化学 建設資材  機械 その他 計

売上高

外部顧客への

売上高
156,990 104,024 44,890 781 306,685 － 306,685

セグメント間の内部

売上高又は振替高
391 1,749 471 806 3,417 △3,417 －

計 157,381 105,773 45,361 1,587 310,102 △3,417 306,685

セグメント利益

（営業利益）
14,557 2,053 2,368 185 19,163 △75 19,088

（セグメント情報等）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（注1）　セグメント利益又は損失（△）の調整額△86百万円には、セグメント間取引消去△29百万円、各報告セグメントに配分していない

　　　　　 全社費用△57百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等です。

　（注2）　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（注1）　セグメント利益の調整額△75百万円には、セグメント間取引消去27百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用

　　　　　 △102百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等です。

　（注2）　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計方針の変更）

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」（企業

会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメ

ントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

　この結果、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間におけるセグメントごとの売上高は、「化学」

で4,435百万円、「建設資材」で37,803百万円、「その他」で2百万円それぞれ減少し、「機械」で1,761百万

円増加しております。また、セグメント利益は「化学」で2百万円、「機械」で84百万円それぞれ増加し、

「建設資材」で6百万円、「その他」で1百万円それぞれ減少しております。
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